


















































































































ollaboration in Innovation and Educational Practice
革の動向を、理論的背景を踏まえながら説明を行った。
①「生きる力」を、「知識基盤社会」・グローバル化す
る21世紀の社会において変化に対応する能力の前提と
して位置づけ、「生きる力」を今後も重視する点、②
経験主義か系統主義かという二項対立を乗り越えよう
とする学習指導要領の学力観が「学力の重要な要素」
にあらわれている点、③「生きる力」を支える「豊か
な心と健やかな体の育成」を重視した点、④学習指導
要領を大綱と位置づけ、各学校の創意工夫を求める
「各学校の責任と現場主義の重視」を明らかにした点、
という４点から「審議のまとめ」が分析された。
　以上の議論を踏まえ、今後検討していくべき事項と
して、①「探究」の位置づけ、②知識・技能を活用す
る課題の開発、③今年４月に実施され、今後も継続さ
れるとされている全国学力・学習状況調査の位置づけ、
④学習意欲の問題、という４点が指摘された。
　最後の杉本均先生の報告では、東アジア・東南アジ
アの各国の教育改革の要点が整理されるとともに、そ
れらに共通する傾向が指摘された。
　杉本先生は、アジア諸国の改革の動向として、①科
目の総合化、②グローバル対応と英語教育の加速、③
国民性や市民性の強調、④学力テストと実践能力教育、
という４つの点を挙げた。
　１点目、科目の総合化は近年の世界的な傾向ではあ
るが、特にアジアでそれが顕著になっている。日本で
「総合的な学習の時間」が導入されているのと同様に、
韓国では「統合科目」として主に道徳を指導する「正
しい生活」、シンガポールでは社会テーマを扱う「プ
ロジェクト・ワーク」といった総合化が見られる。
　また、２点目であるグローバル化と英語教育の加速
もアジアに見られる共通の動きである。日本でも2007
年度の中央教育審議会の答申で、小学校５年生からの
英語の必修化が勧告され、英語教育の正課としての導
入が進められている。同様の傾向はアジア諸国に見ら
れ、英語が公用語・准公用語とされるシンガポールや
フィリピンでは小学校の１年生から英語教育を取り入
れ、これらの国ではすでに、どれだけ英語媒体で授業
を行うかという議論に移行している。また日本同様、
タイのように英語が社会的に通用しない国でも、1996
年から小学校で週15時間の英語が必修化している。
　３点目、こうしたグローバル化、国際化の動きに対
して、アジア諸国は外国文化の無制限の流入や、外国
の基準や原理が国内にスタンダードとして強制され、
国民のアイデンティティや伝統が失われることへの危
惧を強めている。日本の「道徳」教育、中国の「品
徳」教育などのように、アジア諸国で宗教教育や歴史
教育など多様な方法によって、グローバル化による国
民意識の希薄化に対処している。
　最後の４点目、近年では学力テストは教育政策を左
右するほどの大きな影響を持っている。東アジアや東
南アジアでは地方分権化や規制緩和の流れを受け、カ
リキュラム編成の権限を地方や学校に移し、学力テス
トを教育の成果の説明責任に用いる動きがある。日本
の全国学力・学習状況調査もこのような方向性を持っ
ているといえる。しかし、結果が一人歩きしたり、競
争が激化したりするなどの学力テストの弊害もある。
そこで、例えばシンガポールでは「教え過ぎず、学び
を促す」という方針が採られ、この弊害に対処してい
る。
　最後に杉本先生は、「ゆとり教育」は自由で個性的
で創造的な志向を持つため、本来は大変な労力を要す
る点を指摘し、学力低下論による安易な「ゆとり」批
判に対して警鐘をならした。
　以上の報告を受けて、それぞれの国の教育の実情や
日中の教育改革の異同などについて、フロアを交えて
活発な議論が展開された。例えば、日本の全国学力・
学習状況調査が悉皆調査だったことを踏まえて、アジ
アの学力調査に関わる質問や、各国のカリキュラム改
革の根拠はどこにあるのかといった質問がなされた。
　平日にも関わらず、学生・院生はもちろん、大学教
員、小中高の教職員、��府教育委員会、一般市民の
方にもたくさん来ていただいた。参加人数は70名を超
え会場は満席で、盛況の内に幕を閉じた。
（文責：大下　卓司）
▶杉本均先生の発表
▶参加者を交えた活発な対話
